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   「多数の住民の参加・継続を可能とする 

       ライフスタイル型健康づくりプロジェクト」 イメージ詳細図 



多数の住民の参加・継続を可能とするライフスタイル型健康づくりプロジェクト・イメージ詳細図 

実施団体名 運営主体 利活用分野 主なシステム機器等 

新潟市・三条市・見附市 新潟市・三条市・見附市 医療 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｫﾄﾌﾚｰﾑ型家庭端末、専用KIOSK端末、通信機能搭載型ｾﾝｼﾝｸﾞ機器 

事業概要 期待される効果 

地域の健康事業への参加が比較的困難であった就労層及び寝たきりリスクが高い独居高齢者を対象とし、前者
の健康づくり参加と継続を可能とするために生活パターン毎の個別支援できるライフスタイル型・エンジンの開発、
及び遠隔家族が独居高齢者の生活活動をモニターすることにより閉じこもりを予防するシステム開発を行う 

・就労層および独居高齢者の取り込みによる参加者数の拡大 
・教室型プログラムと同様の成果（実施率、継続率） 
・自治体財政における医療費適正化 

新潟市・三条市・見附市 

三条市・見附市⇒ 元気高齢者層へのリーチ、若返り及び医療費抑制効果の達成 

〔3市における共通の課題〕 

１．自治体全体の健康度向上・財政インパクトに寄与する健康づくり事業の参加者数が得られていない。 
２．独居高齢者は、精神的健康度の低下に伴い、全体の健康度も低くなることが明らかとなっている。その対策は全国的
な課題だが、この層の健康づくり教室への参加を促す効果的な手立ては開発されていない。 

３．時間的制約度が高い教室型事業は、就労層へのアプローチが困難であること、会場確保というインフラの課題がある
こと、これにより1自治体あたり数千名規模の事業展開が制限される。 

新潟市・81万人（政令指定都市）

見附市・4万人都市

三条市・10万人都市

※大中小都市連携（県内人口の約40％）

+

既に連携関係にある三条・見附市に県都の新潟市
が加わることにより、事業規模、データベース、他の
県内市町村への影響力が強くなることが期待される

ICTの利活用により、ライフスタイルを変容でき、継続も可能とする健康づくりシステムの開発 開発する社会技術 

の 

見附市：独居高齢者20名及び
その家族20世帯による実証 

閉じこもり予防を目的とした 
独居高齢者支援システムの運用 

新潟市350名・三条市100名・見附市100名による実証 

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型（非教室型）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑからの脱落防止 

地域健康づくりサステナブルモデルの実証 

ライフスタイル型 
エンジン 

健康クラウド 
（既設） 

リビング端末として 
家族で情報共有可能 

3年後の到達目標 
・運動習慣者数の増加による生活習慣病者数の減尐 
・一人当たりの医療費抑制効果 
・独居高齢者の健康づくり教室への参加率向上 

最終到達点 
・財政的インパクトにつながる医療費抑制効果を得るために、40歳以上人口の10％超の参加 
・広域連携による健康づくり施策のパッケージ化（ビジネスモデルを含む）による県内全域への
成果普及 

独居高齢者支援システムの開発 

時間的束縛がなく、個人が中心となるﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型は、教室型に比べ就労
層のﾆｰｽﾞにより合致するが、就労層の生活ﾊﾟﾀｰﾝは多様であるため、対
象特性により類型化し、そのﾊﾟﾀｰﾝに応じた個別運動・食事ﾒﾆｭｰｴﾝｼﾞﾝを
開発する。さらに、継続を可能とするための参加者の自己効力感を高める
支援ｴﾝｼﾞﾝも同時開発する 

健康ｸﾗｳﾄﾞ（既設） ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型・ｴﾝｼﾞﾝの開発  ＋ 人材育成 

３市連携による 
・カリキュラム開発 
・指導者評価指標策定 
・実地研修（OJT）の実施 

指導者の高度化 
が必要 

クオリティ向上が 
成果・継続率UP 

に寄与 
 

教室型での指導と異
なるｽｷﾙが求められる 

社会参加、近所との
付き合いが希薄化

独居高齢者 独居高齢者用見守りセンサー
歩数、活動量、動作を感知し、単
に安否ではなく、生活活動状況を
遠隔家族が確認し、閉じこもり防
止のための生活活動支援を行う。

医科学データベース（既存）

個別運動・栄養プログラム（既存）

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型は
コミュニティ形成が弱い

就労層のﾗｲﾌｽﾀｲﾙ
に合ったﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑがない

生活パターンデータベース

※対象者を類型化し、類型パターン
に対応したアルゴリズムの開発

※類型パターンに応じ、コミュニティ形
成を促進・支援するICTﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発

（実証ポイント） 
・教室への参加率 
・精神的健康度の 
 向上度 

生活活動状況を確
認し、閉じこもり防止
のための支援を行う 

遠隔家族 

独居高齢者 

（実証ポイント） 

教室型と同様の成
果を目標とする 
・参加率向上 
・継続率向上 

就労者等 

健康づくり教室 
参加 


